
進

切な改修期間を設定し

係

、当該施設の長寿命化

2

に資する保全計

成果
画

1

を策定した。

・保全計

9

画に係る工事の工事監理委託を発注し、適正な工事品質を確保した。

・公共施設維持保全計画の改訂にあたり、各課が所管する施設の特性に応じた改修・建替え周期等を見直す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ４年度

活動 計画推進率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 37,826 44,454 34,086 84,917 合計 34,085,572 円
旅費 79,980 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 33,997,342 円
負担金、補助及び

一般財源 37,826 44,454 34,086 84,917 交付金 8,250 円

職員人件費　② 18,611 21,603 23,105 24,232

総事業費（①＋②） 56,437 66,057 57,191 109,149

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

元

健全な財政運営

目
　
　

年

　
的

　学校を始めとす

度

る公共施設の多くが、

評

建設

主
た
る
内
容

  構

価

造体耐久性調査、施設

）

評価、優先度の設
後3

刈

0～40年経過し、今

谷

後維持修繕費用の増加

市

定、保全計画の策定等

事

を行う。
や建替え、大

務

規模修繕の時期を迎え

事

る施設数
の増加が見込

業

まれる中、本市が所有

評

している
公共施設を適

価

切に維持保全する。

位

シ

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ー

公共施設維持保全計画

ト

根拠法令

対象者 対象者

（

を限定せず 事業期間 平

様

成２３年度 ～

実施方法

式

■直営　■委託　□指

１

定管理　□補助・助成

）

　□その他

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事

財

　
業
　
実
　
績

２９年度

政

実績 ３０年度実績 元年

部

度実績 ２年度計画

・施

一

設評価・優先度の設定

般

・施設評価・優先度の

会

設定 ・施設評価・優先

計

度の設定 ・施設評価・

公

優先度の設定
・計画の

共

ローリング ・計画のロ

施

ーリング ・計画のロー

設

リング ・計画のローリ

維

ング
・構造体耐久性調

持

査 ・構造体耐久性調査

保

・構造体耐久性調査 ・

全

構造体耐久性調査
・施

計

設保守点検業務委託契

画

約 ・施設保守点検業務

推

委託契約 ・施設保守点

進

検業務委託契約 ・施設

事

保守点検業務委託契約

業

  の一元化   の一

担

元化（契約更新）   

当

の一元化   の一元化

課

・工事監理 ・工事監理

施

・工事監理 ・工事監理

設

・計画支援システム保

保

守点検 ・計画支援シス

全

テム保守点検 ・計画支

課

援システムの更新 ・計

款

画支援システム保守点

項

検
　 ・日常点検の実施

目

体制の確立 ・ＰＣＢ含

担

有状況の調査 ・ＰＣＢ

当

廃棄物の運搬処分
・公

係

共施設維持保全計画の

計

改
　訂

・現地調査によ

画

り公共施設（建物）の

推

劣化状況を把握し、適



係

2 1 9

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　今後

令

、維持修繕費用の増加

和

が見込まれるため、各

２

年度の
・法的業務

高い

年

費用を平準化していか

度

なければならない。他

（

市町村・民間
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

においても実施されて

元

いる計画・考え方であ

年

り、必要性が
・市民生

度

活上必要である　など

評

ある。

　中長期修繕計

価

画を作成し、修繕・改

）

修を計画的・予防的
・

刈

コストの節減、費用対

谷

効果
高い

に行うことに

市

より、公共施設を長寿

事

命化させ建替に係る巨

務

効率性 ・執行体制の効

事

率性 額な費用や突発的

業

に起こる過大な改修費

評

用を抑えられる。
・手

価

段の最適性　など

　市

シ

が所有する公共施設の

ー

維持保全・長寿命化に

ト

資する短
・市が主体と

（

なって実施する
普通

期

様

・中期的な予算配分に

式

係る事業である。
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

・総合計画との整合性

会

　など

　各年度の維持

計

修繕費を平準化し、健

名

全な財政運営を目指

施

担

策への ・施策への貢献

当

度
高い

す。
・目標達成

部

度
貢献度 ・市民サービ

企

スへの効果　など

今後

画

の方向性 □拡充　■現

財

状維持　□改善・効率

政

化　□縮小　□終期設

部

定　□休止・廃止

　各

一

公共施設の工事履歴や

般

利用状況等を公共施設

会

維持保全計画支援シス

計

テムにて一元管理し、

公

そのデータを基に毎年

共

度計画内容の見直しや

施

更新情報の更新を行う

設

。
　また、目標耐用年

維

数（80年）まで耐え

持

られるか判断するため

保

、建築から40年程度

全

経過した建物に対し、

計

コンクリー
ト中性化試

画

験等の調査を実施し、

推

今後の保全方針を決定

進

する。

事業
担

Ｃ
 

当

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

課

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

施設保全課

款 項 目 担当係 計画推進



進

金取崩予定事業数（事

係

業） 11 4 6 6
指標
活

2

動
指標

　各市の平成3

1

0年度末現在
他市との

9

・岡崎市　公共施設保全整備基金　　4,860,478千円　・豊田市　公共施設安全安心基金　6,000,000千円
比較検証 ・安城市　公共施設保全整備基金　　2,026,572千円　・高浜市　公共施設等整備基金　　　921,000千円

・みよし市　公共施設維持管理基金　3,997,131千円　・碧南市　公共施設維持基金　　　　858,819千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 元年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,101,758 2,369,625 411,058 9,635 合計 411,058,473 円
積立金 411,058,473 円

財
　
源

特定財源 3,856 3,314 9,547 9,635

一般財源 1,097,902 2,366,311 401,511 0

職員人件費　② 1,551 1,582 1,579 1,552

総事業費（①＋②） 1,103,309 2,371,207 412,637 11,187

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 元年度特定財源名称

元年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金積立利
子

３年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和２

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 計

令

画推進

基本施策 行政経

和

営
施策体系

施策の内容

元

健全な財政運営

目
　
　

年

　
的

 今後増大する公

度

共施設の維持保全費用

評

に必要

主
た
る
内
容

　公

価

共施設維持保全基金に

）

、運用収入等を積
な財

刈

源を確保するため基金

谷

を積み立てる。 み立て

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市公共施設等総合

務

管理計画

根拠法令 刈谷

事

市公共施設維持保全基

業

金条例

対象者 対象者を

評

限定せず 事業期間 平成

価

２４年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　□委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２９年度実

当

績 ３０年度実績 元年度

部

実績 ２年度計画

積立額

企

積立額 積立額 積立額
　

画

　　　1,101,7

財

58,011円 　　　

政

　2,369,624

部

,558円 　　　　　

一

411,058,47

般

3円 　　　　　　9,

会

635,000円
取崩

計

額 取崩額 取崩額 取崩額

公

　　　　1,393,

共

000,000円 　　

施

　　  302,00

設

0,000円 　　　　

維

　197,000,0

持

00円 　　　　　40

保

1,000,000円

全

年度末現在高 年度末現

基

在高 年度末現在高 年度

金

末現在高
　　　　4,

積

064,012,91

立

7円 　　　　6,13

事

1,637,475円

業

　　　　6,345,

担

695,948円 　　

当

　　5,954,33

課

0,948円
(当初予

施

算時点)

・将来の公共

設

施設（建物・橋りょう

保

・公園施設）の修繕、

全

改修及び建替に係る費

課

用の増加に備え、適切

款

に取崩額を抑える

成果

項

とともに積立てを行っ

目

た。

・基金の充当対象

担

の追加により、適切に

当

執行計画を立てる必要

係

がある。

課題

指標名称

計

（単位）
実績値 目標値

画

２９年度 ３０年度 元年

推

度 ２年度 ４年度

活動 基
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